
岩手県 ＬＰガス価格高騰対策費  

中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金 申請の手引き 

令和５年９月27日 

実施確認申請書の提出期限を、令和５年10月12日(木)まで延長しました。 
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１ 中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金 申請要領 

岩手県では、ＬＰガスの価格高騰に対応するため、工業用としてＬＰガスを使用する中小

企業者に対する支援を行うため、予算の範囲内で支援金を支給します。 

支援金を受給するためには申請が必要となるため、本要領を確認の上、申請してくださ

い。 

１ 支援金支給の流れ 

（１）実施確認申請書（様式第８号）の提出 

・所定の申請書類（様式第８号及びその他添付書類）を郵送又は持参により提出し、申

請してください。

・申請期間は、令和５年10月12日（木）までです。

（２）実施確認申請の承認 

・審査は申請の受付順に行います。

・審査の後、承認の可否を決定し、郵送により書面でお知らせします。

（３）支援金支給申請書兼請求書（様式第９号）の提出 

・申請期間は、令和５年10月２日(月)から11月30日(木)までです。

・審査の後、支給決定通知書を発送します。

・支給の決定から支払いまでの期間は、１か月以内を目安とします。

２ 支給要件について 

（１）支給対象者 （支給要領第２(１)関係） 

中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業者（大企業

及びみなし大企業を除く。）のうち、以下の要件全てに該当する者（タクシー事業者を

除く。） 

ア 県内に本店の登記を行っている法人であること。

イ 県内で工業用としてＬＰガスを使用し、貯蔵施設を有する者のうち、下記①又は

②のいずれかに該当すること。

※ 「工業用としてＬＰガスを使用」とは、高圧ガス保安法（昭和 26 年法律第

204 号。以下「保安法」という）の適用を受ける液化石油ガス（ＬＰガス）の

使用をいう。 

※ 「液化石油ガス」とは、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関す

る法律（昭和 42 年法律第 149 号）第２条第１項に規定されるものをいう。

① 保安法第５条第１項の許可を受けた者（第一種製造者）のうち、その許可を受け

たところに従ってＬＰガスを貯蔵し、技術上の基準に従い自ら消費する者 

② 保安法第16条第１項の許可を受け、又は保安法第17条の２第１項の貯蔵に係る届

出を行った貯蔵所でＬＰガスを貯蔵し、技術上の基準に従い自ら消費する者 

ウ 中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金実施確認申請書（様式第８号）を提出し、

県の確認を受けた者
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＜(１)に係る説明＞ 

○ 中小企業基本法第２条第１項に規定する中小企業者とは、以下に該当する者をいい

ます。

業 種 

中小企業者（下記のいずれかを満たすこと） 

資本金の額 

又は出資の総額 

常時使用する 

従業員の数 

①製造業、建設業、運輸業そ

の他の業種 ※②～④を除く 
３億円以下 300人以下 

②卸売業 １億円以下 100人以下 

③サービス業 5,000万円以下 100人以下 

④小売業 5,000万円以下 50人以下 

 主たる業種（日本標準産業分類 中分類）については、総務省ホームページ「日本

標準産業分類（平成25年10月改定）（平成26年４月１日施行）」を参考として記載し

てください。 

https://www.soumu.go.jp/toukei_toukatsu/index/seido/sangyo/H25index.htm 

○ 貯蔵施設

本支援金においては、ＬＰガスの消費量が多い工業利用者を対象とすることとしてお

り、県への許可・届出を行う必要がある３ｔ以上の貯蔵施設を有する者を支給対象とし

ています。 

（２）支給額 （支給要領第２(２)関係） 

令和５年４月から９月までのＬＰガスの購入量に応じ、１㎥あたり37円を支給する。 

ただし、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行令（昭和 43年

政令第 14号）第２条第１号に定める、消費の態様が一般消費者が燃料として生活の用に

供する場合に類似している場合として、液化石油ガスを暖房若しくは冷房又は飲食物の

調理のための燃料として業務の用に供する場合の購入を除く。 

（３）不正の防止及び反社会的勢力の排除 

支援金の実施確認申請において、以下ア、イを宣誓いただきます。 

本事業の申請内容に虚偽がある場合や宣誓に違反した場合、不正受給が確認された場合

は、支給決定取消となるだけでなく、支援金を支給済みの場合、加算金を課した上で当該

支援金の返還を求めることがあります。 

ア 不正の防止

架空の申請や水増し報告等の不正請求※等については、厳正に対処します。

※参考：不正請求について

偽りその他不正の行為（詐欺、脅迫、贈賄その他の刑法（明治 40 年法律第 45

号）各条文に規定するものをいう。）に触れる行為の他、刑法上の犯罪を構成するに

至らない場合であっても、故意に申請又は報告情報等に虚偽の記入を行う又は偽りの
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証明を行うことにより、本来受けることができない金銭の支払いを受け、又は受けよ

うとすること。 

イ 反社会的勢力の排除

本支援金の支給を受けるにあたり、反社会的勢力※の関与、参画その他如何なる形式

の影響力の行使について、排除しなければなりません。 

※参考：反社会勢力について 以下のいずれかに該当する者をいう。

① 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）

② 暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）

③ 暴力団準構成員

④ 暴力団関係企業

⑤ 総会屋、社会運動標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等

⑥ その他前各号に準ずる者

３ 実施確認申請書（様式第８号）の提出について 

  予め、本事業の対象者として支援金の支給を受けることについて、県の確認を受ける申

請を行う必要があります。 

（１）申請期限 

令和５年10月12日（木）16時30分 必着  

（２）申請方法 

以下WEBサイトの書類をダウンロード等し、郵送又は持参等によりご提出ください。 

ア WEBサイト：岩手県公式ホームページ

岩手県トップページ > くらし・環境 > 安全・安心 > 防災 >  

火薬・ガス・電気工事業・危険物関係 > LPガス価格高騰対策費 

https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/anzenanshin/bosai/kayaku/1066630

/index.html 

イ 提出先

ＬＰガス利用者ガス料金支援金支給等業務事務局

 （岩手県中小企業団体中央会 内） 

郵便番号：〒020-0878  

所 在 地：岩手県盛岡市肴町４番５号 カガヤ肴町ビル２階 

Ｔ Ｅ Ｌ：019-656-1936 

Ｆ Ａ Ｘ：019-656-1576 

受付時間：平日午前９時から午後５時まで 

（３）提出書類 ※記載例：９ページ 

番号 提出書類名 

０１ 中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金実施確認申請書（様式第８号） 

０２ 貯蔵施設の許可書又は届出書の写し 

https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/anzenanshin/bosai/kayaku/1066630/index.html
https://www.pref.iwate.jp/kurashikankyou/anzenanshin/bosai/kayaku/1066630/index.html
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０３ 法人の履歴事項全部証明書の写し 

０４ 振込先口座の通帳の見開きの写し 

（４）審査方法及び審査結果の通知 

委託先事務局において、中小事業者が２(１)の支給対象者の要件等を満たしているか

審査を行います。 

審査内容についてはお答えしかねますので、ご了承ください。 

実施確認の承認は、委託先事務局からの通知にてお知らせします。 

４ 支援金支給申請書兼請求書（様式第９号）の提出について 

（１）申請期間 

令和５年10月２日(月)から11月30日(木)まで 

※ ４～９月分までの金額が確定した後に提出してください。

委託先事務局が納品書や請求書の確認を行い、支給決定について通知します。

（２）申請方法 

３(２)に同じ 

（３）提出書類 ※記載例：13ページ 

番号 提出書類名 

０１ 中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金支給申請書兼請求書（様式第９号） 

０２ 工業用に係る購入量、及び販売用に係る使用量が記載された納品書及び請

求書の写し 

なお、提出された申請書類については、原則、返却いたしませんので、事業者用とし

て手元に控えを１部ご用意ください。 

５ 申請にあたっての留意点 

（１）本事業関係の書類は事業終了後５年間保存しなければなりません。 

ＬＰガスの小売事業者は、本事業に関する帳簿及び証拠書類を支援金を受けた日が属す

る年度の終了後５年間（令和10年度末まで）、岩手県又は委託先事務局からの求めがあっ

た際に、いつでも閲覧に供せるように保存しておかなければなりません。 

また、国の地方創生臨時交付金を事業の財源としており、会計検査院等による実地検査

の対象になりますので、支援金を受けた者の義務として応じなければなりません。検査等

の結果、仮に、支援金の返還命令等の指示がなされた場合には従わなければなりません。 

（２）中小企業者は、岩手県ＬＰガス利用者ガス料金支援金支給要領を遵守するとともに、

本申請手続に記載のない細部については、岩手県又は委託先事務局からの指示に従うも

のとします。 

実施状況を確認するため、県又は委託先事務局が電話連絡や訪問を実施することがあ

ります。また、偽りその他不正な手段により、支援金を不正に受給した疑いがある場合

には、県において、支援金の受給者に対し、必要に応じて現地調査等を実施します。 
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２ ＬＰガス利用者ガス料金支援金支給要領（抜粋） 

（趣旨） 

第１ ＬＰガスの価格高騰に対応するため、一般消費者等が使用するＬＰガス料金の値引を行

う小売事業者、及び工業用としてＬＰガスを使用する中小企業者に対する支援を行うため、

ＬＰガス利用者ガス料金支援金を予算の範囲内において支給することとし、他の法令等の定

めるところによるほか、この要領により必要な事項を定める。 

（支援金の概要） 

第２ 支援金の概要は、以下のとおりである。 

(１) 支給対象者

ア ［略］

イ 中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金

中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業者（大企

業及びみなし大企業を除く。）のうち、以下の要件全てに該当する者（タクシー事業者

を除く。） 

(ア) 県内に本店の登記を行っている法人であること。

(イ) 県内で工業用としてＬＰガスを使用し、貯蔵施設を有する者のうち、下記①又

は②のいずれかに該当すること。 

※ 「工業用としてＬＰガスを使用」とは、高圧ガス保安法（昭和 26年法律第 204

号。以下「保安法」という）の適用を受ける液化石油ガス（ＬＰガス）の使用を

いう。

※ 「液化石油ガス」とは、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する

法律（昭和 42年法律第 149 号）第２条第１項に規定されるものをいう。

① 保安法第５条第１項の許可を受けた者（第一種製造者）のうち、その許可を受

けたところに従ってＬＰガスを貯蔵し、技術上の基準に従い自ら消費する者

② 保安法第16条第１項の許可を受け、又は保安法第17条の２第１項の貯蔵に係る

届出を行った貯蔵所でＬＰガスを貯蔵し、技術上の基準に従い自ら消費する者

(ウ) 中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金実施確認申請書（様式第８号）を提出

し、県の確認を受けた者 

(２) 支給額

ア・イ [略] 

ウ 中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金

令和５年４月から９月までのＬＰガスの購入量に応じ、１㎥あたり37円を支給する。 

ただし、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行令（昭和 43

年政令第 14 号）第２条第１号に定める、消費の態様が一般消費者が燃料として生活の

用に供する場合に類似している場合として、液化石油ガスを暖房若しくは冷房又は飲

食物の調理のための燃料として業務の用に供する場合の購入を除く。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる中小事業者については支援金の支給対象外とする。 

(１) 代表者、役員（執行役員を含む。）又は支店若しくは営業所を代表する者等、その
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経営に関与する者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員又は同条第２号に規定する暴力団若しく

は同条第６号に規定する暴力団員と密接な関係を有している者であること。 

(２) 上記のほか、本支援金の目的に照らして適当でないと知事が認めた小売事業者又

は中小企業者 

（支給申請） 

第３ 支援金の支給を受けようとする者は、別表第１に定める期日までに別表第１に定める

書類を、知事に提出するものとする。 

（実施の確認及び支給の決定）  

第４ 知事は、第３の規定による中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金実施確認申請書（様式

第８号）の申請を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、中小企業者工

業用ＬＰガス料金支援金実施確認承認通知書（様式第10号）により、当該申請をした者（以

下「確認申請者」という。）にその旨を通知するものとする。 

２ 知事は、実施確認を承認しないことと決定したときは、その旨を中小企業者工業用ＬＰガ

ス料金支援金実施確認不承認通知書（様式第11号）により確認申請者に通知するものとする。 

３ 知事は、第３の規定による中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金支給申請書兼請求書（様

式第９号）の申請を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、中小企業者

工業用ＬＰガス料金支援金支援金支給決定通知書（様式第12号）により、当該申請をした者

（以下「支給申請者」という。）にその旨を通知するとともに、支援金を支給するものとす

る。 

４ 知事は、支援金を支給しないことと決定したときは、その旨を中小企業者工業用ＬＰガス

料金支援金不支給決定通知書（様式第13号）により支給申請者に通知するものとする。 

５ 知事は、支援金の支給に当たっては、支援金の支給の目的を達成するため、必要な条件を

付することができる。 

（概算払請求） 

第５ ［略］ 

（申請書類の保管） 

第６ 申請者は、支援金の支給後においても、支給申請書類及びその証拠書類等を５年間保

存し、知事から提出を求められた場合には、速やかに提出するものとする。 

（調査等） 

第７ 知事は、支援金の支給に関し、必要があると認めるときは、申請者に対し報告を求

め、文書を提出させ、又は実地に調査を行うことができる。 

（支給決定の取消） 

第８ 知事は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、支援金の支給決定の全部又

は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正な手段により支援金の支給決定を受けたとき。
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(２) 支援金の支給決定の条件又はこの要領の規定に違反したとき。

(３) 前２号に掲げるもののほか、知事が不適当と認める事由が生じたとき。

（返還） 

第９ 知事は第８の規定による支援金の支給の決定の全部又は一部を取り消した場合におい

て、既に支援金を支給しているときは、期限を定めて当該支援金を返還させるものとする。 

（その他） 

第10 この要領に定めるもののほか、支援金の支給に関して必要な事項は、知事が別に定め

る。 

附 則 

この要領は、令和５年８月２日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和５年８月30日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和５年９月27日から施行する。 

別表第１（第３関係） 

(１) ［略］

(２) 中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金

提出書類及び添付書類 様式 提出部数 提出期限 

１ 中小企業者工業用ＬＰガス料金支援

金実施確認申請書 

様式第８号 １部 令和５年10月 

12日(木) 

２ 中小企業者工業用ＬＰガス料金支援

金支給申請書兼請求書 

様式第９号 １部 令和５年11月 

30日(木) 

３ その他知事が必要と認める書類 １部 別に定める 
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３ 中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金 Ｑ＆Ａ 

【支援金の対象となる購入・使用】 

Ｑ１ 岩手県に本社があるため申請条件を満たすが、岩手県外の工場での使用に係る購入

量は支援金の対象に含まれるか。 

Ａ１ 岩手県外の工場での使用に係る購入量は支援金の対象外です。 

Ｑ２ 高圧ガス保安法に係る許可・届出を行う必要がある３トン以上の貯蔵施設以外に、

３トン未満の貯槽等を有しＬＰガスを使用（消費）しているが、支援対象に含まれるか

。 

Ａ２ 岩手県への許可・届出対象となっている３トン以上の貯蔵施設での使用に係るＬＰ

ガスの購入量に限り、支援金の対象となります。 

【支援対象期間】 

Ｑ３ ＬＰガスの購入について９月30日に注文したが、10月10日に納品された場合、購入

量に含めることができるか。 

Ａ３ 含めることはできません。注文のみではなく、令和５年４月１日から９月30日まで

の間に納品された分の購入量が対象となります。 

Ｑ４ 令和５年４月から９月までの工業用に係る使用量について支援するとされているが

、９月に購入したＬＰガスが、９月中に消費されなくても良いのか。 

Ａ４ 支障ありません。４月から９月までの購入量から、４月から９月までの消費量とみ

なして、販売用に係る使用量を差し引いたうえで、支援するものです。 

 ただし、４月から８月までの購入量と比べ、９月の購入量が明らかに過大となって

いるような場合は、状況を確認する場合があります。 

【その他】 

Ｑ５ 支援額１㎥あたり37円は、消費税を含む金額か、含まない金額か。 

Ａ５ １㎥あたり37円は、消費税を含まない金額です。 
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様式第８号 

令和 ５年 ９月 ２２日 

岩手県知事 様 

申請者 住所 盛岡市内丸 10 番１号 

氏名 株式会社内丸工業 

代表取締役社長 県北太郎 

 

中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金実施確認申請書 

中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金の支給を受けたいので、本書面に関係書類を添え

て、下記のとおり申請します。 

記 

１ 令和５年４月～９月の使用見込数量  

Ａ工業用に

係る購入量 

(㎥) 

Ｂ販売用に

係る使用量 

(㎥) 

Ｃ工業用に係

る使用量 

（Ａ－Ｂ） 

(㎥) 

（参考） 

Ｄ購入単価 

(円／㎥) 

（参考） 

Ｃ×Ｄ 

工業用に係る

購入額 

４月 5,000 0 5,000 115 575,000 

５月 4,500 0 4,500 120 540,000 

６月 5,000 0 5,000 118 590,000 

７月 4,500 0 4,500 121 544,500 

８月 5,000 0 5,000 120 600,000 

９月 5,000 0 5,000 120 600,000 

合計 29,000 0 (Ｃ)29,000㎥ 

※ 令和５年４月から７月までは実績、令和５年８月から９月までは見込により記入

すること。１㎥未満の端数は、月ごとに切り捨てること。

支援金の支給見込額は、以下の算式になること。 

「Ｃ工業用に係る使用量の合計（㎥）」×「１㎥あたり 37 円」 

２ 貯蔵施設の許可・届出の状況 

※ 許可書又は届出書の写しを添付すること。

(１) 事業所名 内丸工業 一関工場 

(２) 事業所所在地 一関市竹山町７番５号 

(３) 許可(届出)年月日 平成１３年３月１日 

(４) 高圧ガスの種類 液化石油ガス 

４ 提出書類（記載例） 

記入部分を、ゴシック体で記載しています。 

＜提出書類の例＞ 

・高圧ガス保安法第５条第１項

の製造許可書 

・高圧ガス保安法第 16 条の第

一種貯蔵所の設置許可書 

・高圧ガス保安法第 17 条の２

第１項に基づく第二種貯蔵所設

置届の受理通知 

ＬＰガスの貯蔵施設を複数有する場

合は、貯蔵施設ごとに１枚の申請書を

作成してください。 

令和５年４月に購入（納品）した数

量を記入してください。（４月の請求

書に記載された３月分の購入量ではあ

りません。） 
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３ 購入したＬＰガスの工業用に係る用途 

部品の製造に係る加熱炉の燃焼用 

４ 申請者の状況について 

本店所在地の市町村名 盛岡市 

主たる業種（日本標準産業分類 中分類） 金属製品製造業 

資本金の額 

又は出資の総額 
35,000 万円 

常時使用する 

従業員数 
250 人 

※法人の履歴事項全部証明書の写しを提出すること。

５ 誓約事項、同意事項に関する確認 

※内容を確認のうえ、同意する場合、下記枠内にチェック☑を入れ提出すること

別記１ 不正な支援金の支給の申請防止に係る誓約事項

内容を確認しました。同意します。☑ 

別記２ 反社会的勢力排除に係る誓約事項 

内容を確認しました。同意します。☑ 

６ 振込先 （本支店等及び口座種別は該当するものを〇で囲む。） 

金 融 機 関 名 内丸銀行 本・支店名 

本 店 

県庁 支 店 

出張所 

口 座 種 別 普通預金 当座預金 

口 座 番 号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（フリガナ）

届 出 名 義 

カ）ウチマルコウギョウ

株式会社内丸工業 

７ 連絡担当者 

氏 名 沿岸次郎 

電 話 番 号 019-651-3111 ファックス番号 019-629-5174

メールアドレス AJ0010@pref.iwate.jp 

・別記１～２も提出願います。

・併せて、振込先口座の通帳の見開きの写しを提出願います。

※口座名義・番号を確認するため

チェック

を入れて

ください 
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別記１ 

不正な支援金の支給の申請防止に係る誓約事項 

当事業所は、支援金の申請にあたり、この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したこ

とにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。 

記 

（１）当事業所は、受託者の求めに応じ、帳票等の提出に協力します。

（２）当事業所は、当方の帰責の有無に関わらず、不正な支援金申請に該当する可能性が

あると県が判断する場合は、その調査が完了するまで当該支援金申請金額の戻入また

は支払い保留等が発生することについて同意します。

（３）当事業所は、上記に該当する他、不正な支援金申請及び受給が発生しないよう、県

及び受託先の求めに応じて、調査や不正防止措置に協力することに同意します。

（４）当事業所は、架空の申請や水増し報告等の不正請求※等は行いません。

※不正請求について

偽りその他不正の行為（詐欺、脅迫、贈賄その他の刑法（明治 40 年法律第 45 号）各

条文に規定するものをいう。）に触れる行為の他、刑法上の犯罪を構成するに至らない場

合であっても、故意に申請又は報告情報等に虚偽の記入を行い又は偽りの証明を行うこと

により、本来受けることができない金銭の支払いを受け、又は受けようとすること。 

以上 

別記２ 

反社会的勢力排除に係る誓約事項 

当事業所は、支援金の支給の申請をするに当たって、また、支援金の受給後において

は、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓約が虚偽であり、又はこ

の誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てま

せん。 

記 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同

じ。）

（２）暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）

（３）暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力

を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの又は暴力団若しくは暴力団員に対

し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与

するものをいう。以下同じ。）

（４）暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、暴力団準構成

員若しくは元暴力団員が経営する企業で暴力団に資金提供を行う等暴力団の維持若し

くは運営に積極的に協力し若しくは関与するもの又は業務の遂行等において積極的に

暴力団を利用し、暴力団の維持若しくは運営に協力している企業をいう。）

（５）総会屋等（総会屋その他企業を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行う

おそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）

（６）社会運動等標ぼうゴロ（社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、不
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正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与

える者をいう。） 

（７）特殊知能暴力集団等（暴力団との関係を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資

金的な繋がりを有し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。）

（８）前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者

イ 前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営を支配していると認められること

ロ 前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営に実質的に関与していると認められ

ること

ハ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

って前各号に掲げる者を利用したと認められること

ニ 前各号に掲げる者に資金等を供給し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認め

られること

ホ その他前各号に掲げる者と役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、

団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者）が、社会的

に非難されるべき関係にあると認められること

以上 
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様式第９号 

令和 ５年 １０月 ２０日 

岩手県知事 様 

請求者 住所 盛岡市内丸 10 番１号 

氏名 株式会社内丸工業 

代表取締役社長 県北太郎 

中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金支給申請書兼請求書 

中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金の支給を受けたいので、本書面に関係書類を添え

て、下記のとおり申請します。 

記 

１ 申請額兼請求額 

金 １，０６５，６００ 円 

※ 申請額兼請求額は、下記の算式になること。

「Ｃ工業用に係る使用量の合計（㎥）」×「１㎥あたり 37 円」

１㎥未満の端数は、月ごとに切り捨てること。 

２ 令和５年４月～９月の使用実績数量 

Ａ工業用に

係る購入量 

(㎥) 

Ｂ販売用に

係る使用量 

(㎥) 

Ｃ工業用に係

る使用量 

（Ａ－Ｂ） 

(㎥) 

（参考） 

Ｄ購入単価 

(円／㎥) 

Ａ×Ｄ 

工業用に係

る購入額 

４月 5,000 0 5,000 115 575,000 

５月 4,500 0 4,500 120 540,000 

６月 5,000 0 5,000 118 590,000 

７月 4,500 0 4,500 121 544,500 

８月 5,000 0 5,000 120 600,000 

９月 4,800 0 4,800 122 585,600 

合計 28,800 0 (Ｃ)28,800㎥ 

※ Ａ工業用に係る購入量、及びＢ販売用に係る使用量については、納品書及び請求書の

写しを添付すること。

記載例 

※工業用に係る購入量、販売用に係る使用量を確認するため、納品書・請求書以外の

書類の提出を求めることがありますので、予めご了承願います。
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３ 振込先 （本支店等及び口座種別は該当するものを〇で囲む。） 

金 融 機 関 名 内丸銀行 本・支店名 

本 店 

県庁 支 店 

出張所 

口 座 種 別 普通預金 当座預金 

口 座 番 号 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

（フリガナ）

届 出 名 義 

カ）ウチマルコウギョウ

株式会社内丸工業 

４ 連絡担当者 

氏 名 沿岸次郎 

電 話 番 号 019-651-3111 ファックス番号 019-629-5174

メールアドレス AJ0010@pref.iwate.jp 

※ 購入量の単位が㎥以外の場合は、以下で換算し、㎥で記載して提出すること。

購入量の単位 換算係数 工業用に係る購入量（㎥） 

（キログラム） × 0.458 ＝ ㎥ 

（リットル） × 0.243 ＝ ㎥ 
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５ 県からの通知書 

様式第 10 号 

消  安  第  号 

令和 年 月 日 

（申請中小企業者） 様 

岩手県知事 

中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金実施確認承認通知書 

令和５年９月１５日付けで申請があった標記について、下記のとおり承認しましたので、

ＬＰガス利用者ガス料金支援金支給要領第４第１項の規定により通知します。 

記 

１ 対象となる貯蔵施設

事業所名 事業所所在地 

内丸工業 一関工場 一関市竹山町７番５号 

 （Ａ４） 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

様式第 12 号 

消  安  第  号 

令和 年 月 日 

（申請中小企業者） 様 

岩手県知事 

中小企業者工業用ＬＰガス料金支援金支給決定通知書 

令和５年１０月２０日付けで申請があった標記支援金について、下記のとおり支給を決定

したので、ＬＰガス利用者ガス料金支援金支給要領第４第３項の規定により通知します。 

記 

１ 対象となる貯蔵施設

事業所名 事業所所在地 

内丸工業 一関工場 一関市竹山町７番５号 

２ 支給決定額 

  金 １，０６５，６００ 円 

（Ａ４） 


